
新型コロナウイルス感染症患者受入病床確保対策会議（第 9回） 

 

 

日時：令和 3年 10月 27日（水） 

午後 4時 30分～6時 00分 

（WEB開催） 

                 司会：日本医師会常任理事 釜萢 敏 

 

――― 次第 ――― 

 

１．開 会 

 

２．各団体挨拶 

 

３．厚労省挨拶 

 

４．議 事 

 

（１） 今夏の感染拡大を踏まえた今後の新型コロナウイルス感染症に

対応する保健・医療提供体制の整備について（資料１－1、2） 

 

（２） 政府「新型コロナウイルス感染症対策本部」「次の感染拡大に向け

た安心確保のための取組の全体像」（資料 2） 

 

（３） 入院医療を支えるコロナ人材確保ネットワーク（仮称）について  

（資料 3） 

 

（４） 令和３年度新型コロナウイルス感染症対応医療従事者支援制度 

及び 令和３年度日本医師会休業補償制度について（資料４、５） 

 

５．閉 会 
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――― 資料目録 ――― 

 

 資料名 提出者 

資料 1－1 
今夏の感染拡大を踏まえた今後の新型コロナウイルス感

染症に対応する保健・医療提供体制の整備について 
日本医師会 

資料 1－2 
「令和３年度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事

業（医療分）の実施について」の一部改正について 
日本医師会 

資料 2 新型コロナウイルス感染症対策本部（第 79回） 日本医師会 

資料 3 
入院医療を支えるコロナ人材確保ネットワーク（仮称）

について（案） 
日本医師会 

資料４ 
令和 3年度 新型コロナウイルス感染症対応医療従事者

支援制度について 
日本医師会 

資料５ 令和 3年度 日本医師会休業補償制度について 日本医師会 
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 審議官
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　総務課長

新型コロナウイルス感染症患者受入病床確保対策会議

 出席者名簿
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新型コロナウイルス感染症対策本部（第 79回） 

 

   日時：令和 3年 10月 15日（金） 

 9時 45分～9時 55分 

場所：官邸２階 大ホール 

 

議 事 次 第 

 

１．開 会 

 

２．議 事 

（１）新型コロナウイルス感染症への対応について 

 

３．閉 会 

 

（配布資料） 

資料１     厚生労働省提出資料 

資料２―１   「次の感染拡大に向けた安心確保のための取組の全体像」の骨格 

資料２―２   今後の感染拡大に備えた対策強化のポイント 

参考資料    新型コロナウイルス感染症の影響に対する経済支援策の全体像 
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「次の感染拡大に向けた安心確保のための取組の全体像」の骨格 
 

（基本的考え方） 

○ ワクチン、検査、治療薬等の普及による予防、発見から早期治療までの流

れをさらに強化 するとともに、最悪の事態を想定して、次の感染拡大に

備える。 
 

○ このため、デルタ株への置き換わりなどによる今夏のピーク時における急

速な感染拡大に学び、今後、感染力が２倍となった場合にも対応 できる

よう、医療提供体制をはじめとする各種対策の全体像を示す。 

また、例えば感染力が３倍となるなど、それ以上の感染拡大が生じた場

合 には、強い行動制限を機動的に国民に求める とともに、国の責任にお

いて、一般医療の制限の下、緊急的な病床等を確保するための具体的措置

を講ずることとし、その内容を全体像において明らかにする。 
 

（病床の確保、臨時の医療施設の整備） 

○ ワクチン接種による効果等も踏まえつつ、今後、感染力が２倍となった場

合にも対応できるよう、都道府県毎に、必要な病床確保を含めた「保健・

医療提供体制確保計画」の策定を要請する。 
 

○ その際、感染拡大時に確保した病床が確実に稼働する体制を作る。ピーク

時に即応病床と申告されながらも使用されなかった病床（いわゆる「幽霊

病床」）の実態を把握 し、感染拡大時の コロナ用の病床の使用率につい

て、少なくとも８割を確保する 具体的な方策を全体像において明らかに

する。 
 

○ 保健・医療提供体制確保計画の策定時には、東京、大阪を中心とする都市

部 について、感染拡大時において確保する国立病院機構等の公立公的病

院の専用病床 や 国・都道府県知事の連携によって公立公的病院から医療

人材が派遣され設置する臨時の医療施設を具体的に明らかにする。 
 

○ 現行法の下での国・都道府県知事に与えられた権限を最大限活用する。今

般の保健・医療提供体制確保計画策定時には、国立病院機構法・地域医療

機能推進機構法に基づく「要求」をはじめ、大学病院や共済病院などへの

要請 を含め、公的病院に関する国の権限を発動し、公的病院の専用病床

をさらに確保する。 

あわせて、感染力が３倍となるなどの緊急時には、一般医療を制限しつ

つ緊急的な病床等の確保を求めるなど、更なる国の権限を発動する。 

これらの内容を全体像において明らかにする。 
 

（自宅・宿泊療養者への対応） 

○ 自宅・宿泊療養中の方々について、症状悪化に対応できるよう、従来の保

資料２－１ 
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健所のみの対応を転換し、地域の医療機関を活用し、全ての陽性者に対し、

判明当日ないし翌日に連絡をとり、健康観察や診療を実施できる体制を確

保する。全ての自宅療養者にパルスオキシメーターを配布 できる体制を

整えるとともに、オンライン診療・往診を最大限活用する。 
 

（医療人材の確保等） 

〇都道府県において、臨時の医療施設をはじめとした病床・施設を稼働させ

るため、人材確保・配置調整等を一元的に担う体制を構築し、人材確保を

進める。国としても都道府県の人材確保を支援することとし、緊急時の公

立公的病院による人材供給を含め、具体的な取組強化内容を全体像におい

て明らかにする。 
 
（ＩＴを活用した稼働状況の徹底的な「見える化」） 

○ 医療体制の稼働状況を徹底的に「見える化」し、国民の理解と協力を得て

感染拡大を乗り越える。都道府県毎の医療機関別のコロナ用の 病床の確

保・使用率、地域毎のオンライン診療・往診 など自宅療養者に対する診

療実績など、「見える化」の具体的内容を全体像において明らかにする。 
 
（ワクチン接種の促進） 

○10 月から 11 月のできるだけ早期に希望する全ての方への２回のワクチン

接種を完了させる。年内の追加接種開始を想定し、追加接種の体制・具体

的なスケジュールを全体像において明らかにする。 
 
（治療薬の確保） 

○中和抗体薬をはじめとする治療薬の必要量を明らかにし、その確保に万全

を期す。経口薬について年内の実用化を目指す とともに、国産経口治療

薬の開発を支援し、必要量を確保する。 
 
（国民の仕事や生活の安定・安心を支える日常生活の回復） 

〇希望者全員へのワクチン接種完了後を展望して、可能な限り、日常生活や

経済社会活動を継続できるよう、感染防止策を講じた上で、第三者認証、

ワクチン検査パッケージ等を活用し、飲食、イベント、移動等に係る行動

制限を緩和する。行動制限緩和の具体的内容や電子的なワクチン接種証明

のスケジュール・活用方法、予約不要の無料検査の拡大はじめ簡易で誰も

が利用できる検査の環境整備の具体的方策を全体像において明らかにす

る。 

  緊急時には、ポイントを絞りつつ強い行動制限を機動的に国民に求める

ことが必要であり、その具体的な内容を全体像において明らかにする。 

（了） 
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若年者 １０％
高齢者 ８５％

要
入
院
者

若年入院者

高齢入院者

（今夏） （今後）

自
宅
・
宿
泊
療
養
者

若年者 ７０％
高齢者 ９０％

若年層の接種率の増加
により、高齢感染者の
割合が増加

【病床の確保、臨時の医療施設等の整備】

入院患者の受入の２割増強を要請
○病床の確実な稼働（８割以上の利用率）

○公的病院の専用病床化・現行法下での
権限の発動 ※国立病院機構・JCHOなど

○臨時医療施設・入院待機施設の確保

○医療人材の確保等

○ITを活用した稼働状況の徹底的な見える化

【治療薬の確保】
○中和抗体薬の投与
○経口薬の実用化を年内に目指す

【自宅療養者等の健康観察・治療】

○地域の医療機関を活用し、陽性判明当日・
翌日から速やかに健康観察・治療を実施

若年入院者

高齢入院者

【さらなる感染拡大時】

いざという時の強い行動制限
＋

一般医療の制限の下、緊急的な病床等を
確保するための具体的措置

・国立病院機構・ＪＣＨＯ等の緊急病床確保
・臨時医療施設等の確保・拡大

接
種
率

今後の感染拡大に備えた対策強化のポイント

入院患者の受入の２割増強

若年入院者

高齢入院者

今夏の２倍程度の
感染力を想定

若年者 ７０％
高齢者 ９０％

デルタ株への置き換わりなどによる

今夏のピーク時

【ワクチン接種の効果】

若年層のワクチン接種率が
70％に進むことで、
感染者は約５割減*

＊ワクチン接種以外の条件は今夏と同一

最悪の事態を想定した

次の感染拡大への備え

（病床の確保、臨時の医療施設の整備）

（感染力が例えば
３倍となった場合）

国
の
主
導
に
お
い
て
行
う
も
の

国
・
都
道
府
県
の
連
携
の
下
行
う
も
の

資料２－２
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　 （※図上ＡＢＣは日医追加） 
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日本医師会たたき台案 

入院医療を支えるコロナ人材確保ネットワーク（仮称）について（案） 
令和３年 10 月 26 日 

 

背景・課題 

○ 新型コロナウイルス感染症に対応するための病床や入院待機施設等の更な

る確保に伴い、医療人材の確保が急務となっている。 

○ 中等症以上の患者のケアを行うためには、一定の知識や技能を有する人材

が必要。 

 

対応案 

○ 以下の通り、新たに「入院医療を支えるコロナ人材確保ネットワーク（仮

称）」を立ち上げ、まずは医師確保を念頭に置いた運用を行う。 

 

 目的： 

 特に中等症以上の新型コロナウイルス感染症患者の対応が可能な医

師を確保し、必要に応じて全国レベルでの派遣等を行う。 

 構成： 

 参加団体（実際に派遣人材の確保や受入型研修の実施を行う） 

各病院団体 

 運営委員会 

 各団体より幹事を選出し、運営委員会を設置。 

（幹事は実務を担う役員とし、適宜WEBないし実地で会合を開催） 

 オンラインにて会議開催。 

 運営委員会の事務局を公益社団法人日本医師会が担う。 

 運営： 

① 人材育成事業 

 各団体内で提供可能な実地研修に関する情報を集約し、本ネット

ワークに登録。 

 派遣に係る旅費等の費用は、研修派遣元が負担。（※重症対応に関

する研修は、緊急包括支援交付金の活用が可能） 

 

② 人材確保事業 

 病床が逼迫した場合には、自治体内での保健・医療提供体制確保

計画に沿った対応や、DMAT・DPAT 等派遣事業、重症者治療搬送調

整等支援事業（ECMO-Net）の活用等が想定される。それでもなお

医療提供体制の確保が困難な場合に、本ネットワークを通じて協

力を呼びかけることを想定。 
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 派遣のニーズに応じ、派遣可能な人材を各団体内で集約し、本ネ

ットワークに登録。（派遣ニーズ集約は別の枠組みにて実施） 

 派遣に関する協定のひな形を共有し活用。 

 派遣にかかる費用は緊急包括支援交付金等を活用。 

 

※ なお、人材派遣にかかるロジ（各人のマッチング、契約締結等）は膨大な

作業になることが想定されるため、外部委託とすることも考慮される。 

※ 運営委員会事務局（日本医師会）、再委託業者は、派遣元医療機関等からの

派遣に係る費用の請求、緊急包括支援交付金等の申請に関する事務は行わな

い。 

※ 将来的には災害時の長期的対応等に活用できる枠組みも考慮される。 
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政府労災保険等に加入している医療機関の従業員
※職員100名以下の医療法人の代表者・役員、個人事業主は政府労災保険の特別加入者となることにより補償の対象となります。
※公務員災害補償法等の対象とする公務員も補償対象となります。（国家公務員を除く）
※本制度への加入に当たっては、「すべての医療従事者を補償対象とする」、「医療資格者と診療報酬で評価の対象となる看護補助者等に
補償対象を限定する」のいずれかを選択することができます。

補償対象

（＊） 「新型コロナ感染症対応医療機関」、「医療資格者等」の定義はWEBページをご確認ください。
※1 本制度は「令和3年度新型コロナウイルス感染症対応医療機関労災給付上乗せ補償保険加入支援事業補助金」の対象であり、制度に
加入される新型コロナウイルス感染症対応医療機関の医療資格者等については、保険料の一部が国から助成されます。

※2 上記に加え、本制度の保険料の一部には医療団体からの補助がございます。補助金の対象、補助金額の詳細、自院の保険料負担額に
つきましては、 裏面に記載のWEBページ よりご確認ください。

年間保険料（医療従事者1名あたり）1,000円　
実質的な保険料負担額※国、医療団体からの補助適用後

※医療団体の補助金充当

※国と医療団体の補助金充当
新型コロナウイルス感染症対応

医療機関(＊)

上記以外の医療機関

左記以外医療資格者等(＊)被保険者 ＼ 被用者

無料

500円 1,000円

1,000円

補償内容(医療従事者１名あたり）

新型コロナウイルス感染症に対応する医療従事者は、自身が感染する、感染の
媒介者になるかもしれない不安や恐怖の中、患者の治療に従事されています。
医療従事者支援制度は、医療現場の最前線で働く医療従事者が安心して働けるよう、
そして医療提供体制をしっかりと維持していただけるよう創設された制度です。

医療従事者支援制度とは

●日本国内の病院、診療所（歯科診療所を含む）、助産所、訪問看護ステーション、介護医療院
　※病院、診療所については保険医療機関のみご加入いただけます。

加入できる
医療機関

新型コロナウイルス感染症対応
医療従事者支援制度

医療機関（開設者、管理者）の皆様へ
令和３年度

■新型コロナウイルス感染症等（＊1）の罹患により死亡した場合（＊3） 500万円を給付
今年度の改定ポイント

■新型コロナウイルス感染症等（＊1）の罹患により4日以上休業した場合（＊2） 30万円を給付
今年度の改定ポイント 今年度の改定ポイント

（＊1） 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第6条2項から第4項までに規定する一類感染症、二類感染症もしく
は三類感染症または同法6条第8項の規定に基づき政令で定める指定感染症を含みます。

（＊2） 政府労災保険等の給付(療養給付or休業補償給付)が決定され、4日以上休業された場合に保険金をお支払いします。
（＊3） 政府労災保険等の給付(遺族補償給付)が決定された場合に保険金をお支払いします。

今年度の改定ポイント
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新型コロナウイルス感染症対応医療従事者支援制度の枠組み

＊補助金交付については契約者が代理申請を行います。

補助金交付＊

寄付金医療団体国

保険契約・保険料支払

補償金(保険金)支払

補償金(保険金)請求

公
益
財
団
法
人

日
本
医
療
機
能
評
価
機
構(

契
約
者)

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

対
応
医
療
従
事
者
支
援
制
度

加  入新型コロナウイルス
感染症対応医療機関

(補助金・寄付金
一部充当)

加  入それ以外の
医療機関

(寄付金一部充当)
医
療
機
関

保
険
会
社

補助金の対象・詳細・保険料の負担額やお申込みはコチラ▼

制度の詳細のご確認、申し込みについては、右のQRコードまたは下記URLより特設サイトにアクセスいただき、
お手続きをお願いいたします。

医療従事者支援制度

申し込み方法

https://jcqhc.or.jp/w-comp/
※特設サイトは10月１５日（金）開設予定です。

このチラシは、新型コロナウイルス感染症対応医療従事者支援制度（労働災害総合保険）の概要についてご紹介したものです。保険の内容は
上記特設サイトをご覧ください。詳細は保険約款によりますが、ご不明の点がございましたら下記のコールセンターまでお問い合わせください。

引受保険会社

(幹事）

東京海上日動火災保険株式会社
損害保険ジャパン株式会社

三井住友海上火災保険株式会社

お問い合わせ先

※メールでのお問い合わせの際は、お名前、ご連絡先、
お問い合わせ内容を記載願います。

平日10：00~17：00
（土日祝除く）0120-370-540

10/15（金）受付開始予定

shien2020@tmnf.jp
10/１５（金）受付開始予定

医療機関は、（公益）日本医療機能評価機構を契約者とする保険に加入することで、国からの補助金や医療団体からの寄付金を活用し、負担
しやすい保険料で、医療機関に勤務する医療従事者が業務に起因して新型コロナウイルス感染症に罹患し政府労災等の認定を受けた場合
に休業補償を、また万一死亡した場合には死亡補償を医療機関（被保険者）が行うことにより被る損害に対して保険金を受けることができます。
なお、保険金は全額、その医療従事者（被用者）またはその遺族にお支払いいただきます。

2021年●月作成　21-T00000

東京海上日動火災保険株式会社
医療・福祉法人部  コールセンター【　　　　　　　　 】

加入例

新規申込みスケジュール※更新のお手続きは下記スケジュールと異なります。

Ａ病院の実質的な負担
300,000円

－105,000円－105,000円

＝90,000円
Ａ病院

新型コロナウイルス
感染症対応医療機関(    　　   )

●

●

●

●

職 員 数

年間保険料

国からの補助金

医療団体からの寄付金

300名

300,000円（300名×1,000円）

105,000円（210名×500円）

105,000円（210名×500円）

（医療資格者210名、医療資格者以外90名）

※本制度への加入に当たっては、「すべての医療従事者を補償対象とする」、「医療資格者と診療報酬で評価の対象となる看護補助者等
に補償対象を限定する」のいずれかを選択することができます。

2022/3/1～2023/3/1
2022/2/1～2023/2/1

2022/1/1～2023/1/1
2021/12/1～2022/12/1

2022/1/12～2022/2/7
2021/12/16～2022/1/11

2021/１1/16～2021/12/15
2021/10/１５～2021/11/15 2021/12/1０

2022/1/14
2022/1/31
2022/2/14

募 集 期 間 保険料支払い期日 保 険 期 間
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3

1/6

7 3

1 100 200 1 48,000

7

100

4,000 1

30 200

4,000 100

4,000 100

4

1 48,000

3/6

13



2 1 48,000

1

4/6

5/6
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